
FunGo 「GTEC」対策コース申し込み 

利用規約 

株式会社エドベック（以下「当社」という）が提供する MyET 及び FunGo の利用を希望する顧客（以下「利用

者」という）は、以下の規約（以下「本規約」という）に従い MyET 及び FunGo を利用するものとする。 

第 1 条（定義） 

• 1.本デジタルコンテンツ（以下「取扱製品」という）とは、L Labs, Inc 及び株式会社エドベックが権利を

保有する、MyET 及び FunGo（提供教材データを中心とした、文字、画像、音声その他一切のデジタ

ルコンテンツ）をいう。 

• 2.登録情報とは、取扱製品を利用するために登緑した氏名（ふりがな含）、メールアドレス、パスワー

ド、その他利用者を識別できるすべての情報を総称したものをいう。 

第 2 条（利用申込） 

• 1.利用者は、当社に対して別途当社が定める形式にて取扱製品の利用申込を行い、取扱製品を利

用する。 

• 2.利用者は、当社独自の基準により、当社が利用申込を承諾しないことがあることを、あらかじめ承諾

する。当社が利用申込を承諾しない場合であっても、当社は、その理由、判断基準等を利用者に開

示しない。 

第 3 条（取扱製品の利用料） 

取扱製品の利用料は、別途定めるものとする。利用者は、当社が別途定める支払い条件に従い、利

用料を支払わなければならない。 

第 4 条（アカウント及びパスワードの管理） 

• 1.利用者は、取扱製品の適切な利用を図るため、アカウントとパスワードの管理を行うとともに、取扱

製品を利用するために必要な設備等の保持・管理を行うものとする。 

• 2.利用者は、アカウントとパスワードの盗難または第三者による不正使用を防止する責任を負うととも

に、万一、これにより当社に損害が生じた場合は、一切の責任を負うものとする。 

• 3.当社が利用者に付与したアカウント及びパスワードにより、取扱製品に関してなされた一切の行為

は、当該利用者が行ったものとみなす。 

第 5 条（禁止事項） 

利用者は、以下に定める事項を遵守するものとする。利用者が本規約に違反したことにより当社が損

害を被った場合、当社はその被った有形又は無形の損害（合理的範囲の調査費用、弁護士費用そ

の他一切の費用を含むが、これに限られない）の賠償を請求することができる。 

 



• (1)取扱製品を、当社の許諾なく複製もしくは利用者自身以外の第三者（当該利用者の所属する学

校法人・塾・企業等団体を含む。以下同じ）へ提供しない、また第三者が容易にアクセスできる状態

で放置しないこと。 

• (2)取扱製品に関して、当社の許諾なく利用者自身の学習範囲を超えて利用しないこと。 

• (3)取扱製品に関するアカウント及びパスワードを第三者に利用させたり、貸与、譲渡等の処分行為を

行わないこと。 

• (4)取扱製品提供に際し、当社が報告を求めた事項について虚偽の報告を行わないこと。 

• (5)当社が作成したものではない商品やサービスに「MyET」及び「FunGo」という名称を使用し、あたか

も当社又は利用者が作成したものであるかのような誤解を第三者に与えないこと。 

• (6)利用者またはその関係者が取扱製品の全部又は一部を、インターネットなど媒体の如何を問わ

ず、利用者自身以外の第三者に、有償、無償を問わず、交付し、譲渡し、頒布し、販売し、若しくは

貸与し、又は公表を行わないこと。 

• (7)その他、当社の利益に反する行為の一切を行わないこと。 

第 6 条（利用料の支払） 

• 1.利用者は、原則として当社の指定する取扱製品申込フォームに定める内容に従って必要項日を

入力または記載し、申込フォームを提出する。 

• 2.当社は利用者の希望コース内容に応じた請求を、各申込のサイクルに基づいて、当社が指定する

決済代行社を通じて行うものとする。 

• 3.利用者は、当社が指定する決済代行社から請求された利用料、その他必要となる経費を、自己が

選択した決済方法により、当社へ支払うものとする。 

• 4.利用者は手数料など、当社への支払いに要する費用を負担する。 

• 5.利用者は、当社にて利用料の入金確認ができるまで、取扱製品の利用はできないものとする。 

第 7 条（有効期間） 

• 1.本規約の有効期間は、当社が発行した取扱製品の有効利用期限までとする。ただし、第 11 条

（秘密保持）については有効期間後も継続して責任を負うものとする。 

• 2.取扱製品のサービス提供は、申込時に定めた期間をもって終了するものとし、継続して取扱製品

の利用を希望する場合は、再度所定の手続きにて申込を行うものとする。 

• 3.前 2 項にかかわらず、利用者は、当社が L Labs, Inc との契約関係の変更、終了その他一切の事

由により取扱製品の提供を継続できないこととなった場合には、本規約の有効期間中であっても取

扱製品のサービス提供を終了することに、あらかじめ同意する。この場合において、当社は、利用者

の利用期間に応じて、利用料の一部返還を行う。返還に要する手数料は利用者の負担とする。 

第 8 条（取扱製品の不正利用） 

利用者は、取扱製品の不正使用（取扱製品で表示されるテキストないし画像の不正な取得、ダウン

ロード、複製、翻案、公衆送信もしくはアップロード、又は、許可されていない ID 及びパスワードの使用

による不正なアクセスなど、法令もしくは取扱製品の知的財産権を侵害し、又は侵害するおそれのあ

る方法による利用行為全般）を行ってはならない。万が一、取扱製品の不正使用が当社の知るとこ



ろとなった場合には、当社は催告なく本規約を解除することができるものとする。この場合において、

当社は、調査費用、弁護士費用、人件費その他当社に生じた一切の損害を、当該事由発生時から

取扱製品の有効利用期限までの残存期間に応じた利用料から控除し、なお残額が生じる場合に限

って、当該金額を利用者に返還するものとする。返還に要する手数料は利用者の負担とする。 

第 9 条（個人情報及び登録情報の管理・取り扱い） 

• 1.当社及び当社が指定した決済代行社は、利用者の氏名（ふりがな含）、メールアドレス、パスワード

等の個人情報保護法第 2 条に該当する個人情報、及び、取扱製品を利用する過程で記録された、

口グイン、口グアウト、学習進捗、学習成績等の利用者情報を、法令に従い、善良なる管理者の注

意をもって管理するものとする。 

• 2.当社及び当社が指定した決済代行社は、前項で定義する登録情報及び利用者情報の利用目的

を特定し、下記の条項の目的以外で登録情報及び利用者情報を利用しないものとする。 

o (1)本サービスの提供・運営のため 

o (2)ご質問の受付・調査・回答のため 

o (3)サービス改善・新規サービスの研究・開発を目的とした利用動向調査、またその分祈及びこれに

供する匿名加工情報作成のため（匿名加工情報とは、個人が識別・特定できないように不可逆的に

加工したものをいう）。 

o (4)利用規約の違反行為に対する監視・監督のため。 

第 10 条（関係法令の遵守） 

当社及び利用者は、取扱製品の利用にあたり、信義誠実の原則に則り、公序良俗を害することなく

関係法令等を遵守するものとする。 

第 11 条（秘密保持） 

• 1.当社及び利用者は、本規約に基づき知り得た情報を本規約の履行のためにのみ利用するものと

し、当社は利用者自身以外の第三者に対し公開又は開示してはならない。ただし、当社が本サービ

スの提供にかかる業務の全部又は一部を第三者に委託する場合には、この限りでない。 

• 2.利用者は、以下に該当する秘密情報については、本条に定める秘密保持義務を負わない。 

o (1)利用者が入手したときに、既に公知である秘密情報。 

o (2)利用者が入手した後に、自己の責によらず公知となった秘密情報。 

o (3)利用者が入手したときに、既に自己が保有していた秘密情報。 

第 12 条（取扱製品提供の停止等） 

当社は、次の各項目のいずれかに該当する事由が生じた場合には、利用者への事前の通知及び承

諾なしに、取扱製品の提供を一時的に停止することができる。 

• (1)当社が提供する取扱製品の保守または仕様の変更を行う場合 

• (2)天変地変その他非常事態が発生し、または発生するおそれがあることで取扱製品の提供ができ

なくなった場合。 

• (3)当社がやむを得ない事由により、取扱製品の提供の一時的な停止が必要と判断した場合。 



第 13 条（免責） 

• 1.下記の条項に該当する場合は、当社は一切の責任を負わない。 

o (1)利用者側の事由（利用者の PC その他の機器、インターネット回線等の不備等を含むが、これに

限られない）により、取扱製品の提供・利用ができない場合。 

o (2)利用者の故意・過失により取扱製品の提供・利用ができない場合。 

o (3)利用者の故意・過失に起因し、取扱製品の提供・利用に問題が生じた場合。 

o (4)前号により、取扱製品に関するデータの消失・変更が生じた場合。 

o (5)第 5 条（禁止事項）に違反した場合。 

o (6)不可抗力（第 14 条に規定）により、取扱製品の配信が行えない場合。 

• 2.当社は、取扱製品のサービスについて、利用者の目的に適合すること、サービスにより利用者の英

語能力等が向上すること等について、一切保証しないものとする。 

第 14 条（不可抗力） 

• 1.当社及び利用者は、いずれの当事者も地震、台風、水害、火災、労働争議、戦争、サーバーダウ

ン、通信回線の接続及びその他の予知不能で、かつその発生及び結果を防止または回避することが

できない不可抗力によって本規約の義務の履行不能または履行遅延が発生しても、それに対する

違約責任は負わないものとする。不可抗力によって、本規約の義務の履行不能または履行遅滞が

発生し、90 日を超える期間継続する場合、不可抗力によって生じた損害を賠償することなく、本規

約を解除することができる。 

• 2.不可抗力を理由として本規約が解除される場合、当社は、解除日から有効利用期限までの利用

料相当額を、利用者に返還する。返還に要する手数料は利用者の負担とする。 

第 15 条（利用規約の解除） 

• 1.当社及び利用者は、いずれかの当事者が本規約で定める事項に違反し、30 日の期間を定めてそ

の改善措置を講じるよう勧告したにもかかわらず、相手方が改善措置を講じなかった場合、相手方に

対する書面による通知をもって本規約の解除を行うことができる。 

• 2.当社及び利用者が、次の号のいずれかに該当したときは、催告その他の手続を要しないで、直ちに

本規約を解除することができる。利用者は、自己が次の各号に該当する場合、又はそのおそれがあ

る場合には、直ちに当社に対してその内容を通知するものとする。 

o (1)強制執行、執行保全処分または競売の申請があったとき。 

o (2)利用者に債務超過、支払不能、破産、解散又はこれに類する事態が生じたことにより、取扱製品

を履行することが困難となったとき。 

o (3)租税公課を滞納して催促を受けたとき、または保全差押を受けたとき。 

o (4)本規約上の重大な債務不履行または違反があるとき。 

o (5)当社の書面による事前の同意を得ることなく、本規約上の権利若しくは義務の全部または一部を

譲渡しようとしたとき。 

o (6)災害、労働争議、その他やむを得ない事由により本規約の履行が困難であると当社が認めたと

き。 



• 3.当社は、第 5 条の各号に掲げる行為またはそれに準ずる行為が利用者により行われた場合、催告

その他の手続を要しないで、直ちに本規約を解除できるものとする。これに対して、利用者は解除を

拒否することはできない。 

• 4.本条の解除は、損害賠償請求権の行使を妨げないものとする。 

• 5.本条の解除により、解除日から取扱製品の有効利用期限までの残存期間に応じた利用料の返還

は、第 8 条第三文に準じて行うものとする。ただし、前項に定める損害賠償請求権が生じでいる場合

には、当社は、これと対当額にて相殺することができるものとする。 

第 16 条（反社会的勢力との取引排除） 

• 1.当社及び利用者は、それぞれ相手方に対して、次の各号の事項を確約する。 

o (1)自らが、暴力団、暴力関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者またはその構成員（以下、総称

して「反社会的勢力」という）ではないこと。 

o (2)自らの役員、親会社・子会社その他系列会社並びにこれらの役員、委託先が反社会的勢力では

ないこと。 

o (3)自らまたは反社会的勢力等の第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不

当な要求行為、脅迫的な言動、風説の流布をなし、偽計または威力を用いて相手方の信用を毀損

し、または相手方の業務を妨害する行為等を行わないこと。 

• 2.当社及び利用者において前項各号の確約に反する事象または危険が生じた場合には、それぞれ

相手方に対して、その旨と対応策を報告し、速やかに当該事象または危険を除去しなければならな

い。 

• 3.当社及び利用者において前 2 項の確約または報告義務に違反し、または前 2 項につき虚偽の申

告が判明し、あるいは前項による事象または危険の除去を怠った場合には、相手方は催告を要する

ことなく直ちに本契約を解除することができるものとする。 

• 4.前項の定めにより本契約が解除された場合には、解除された一方の当事者に生じた損害につい

て、相手方は何らの責任を負わないものとする。ただし、相手方からの損害賠償の請求は、これを妨

げない。 

第 17 条（協議） 

本規約に定めのない事項及び疑義が生じた場合には、当社及び利用者は誠意をもって協議の上解

決するものとする。 

第 18 条（準拠法） 

本契約の成立、効力、履行及び解釈に関しては日本国法が適用されるものとする。 

第 19 条（管轄） 

本規約に関して裁判が生じた場合は、横浜地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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